
公共下水道事業特別会計



議案　第１０号

平成２６年度燕市公共下水道事業特別会計予算

　平成２６年度燕市の公共下水道事業特別会計予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 3,767,363 千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」

　による。

　（継続費）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費

　の経費の総額及び年割額は、「第２表　継続費」による。

　（債務負担行為）

第３条　地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

　項、期間及び限度額は、「第３表　債務負担行為」による。

　（地方債）

第４条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

　目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表　地方債」による。

　（一時借入金）

第５条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

　 1,029,900 千円と定める。

平成２６年 ３ 月 ６ 日　提出 燕 市 長 鈴 木 力
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第２表　継続費

517,000 千円

517,000 千円

第３表　債務負担行為

第４表　地方債

千円下 水 道 事 業 債 1,029,900 普 通 貸 借

償　還　の　方　法

2.5％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる政府資
金及び地方公共
団体金融機構資
金等について、

30年以内（うち据置５
年以内）の年賦又は半
年賦とし、元金均等又
は元利均等の方法によ
り償還する。
ただし、財政の都合に
より据置期間中であっ

事　　　　　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　　　　度　　　　　額

公共下水道施設運転管理業務委託
平成27年度から

222,591 千円
平成29年度まで

年　　割　　額

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率

下水道事業費

事　　業　　名 総　　　額

1 下水道事業費

款 項

平成26年度

平成27年度

年　　　度

2
下水終末処理場
整備事業（汚泥処
理施設）

1,034,000千円
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金等について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し後の利率）

より据置期間中であっ
ても繰上償還をし、償
還年限を短縮し、又は
低利債に借り換えるこ
とができる。
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予 算 に 関 す る 説 明 書







目款 項

01-01-01 公共下水道事業負担金
                                              -273-                                              

２　歳　　入

本 年 度 前 年 度 比 較

 1分担金及び負担金

   1負担金

      1公共下水道事業負担金

 2使用料及び手数料

   1使用料

      1下水道使用料

      2行政財産使用料

   2手数料

      1下水道手数料

      2登録手数料

 3国庫支出金

   1国庫補助金

      1下水道事業費国庫補助金

108,896

108,896

108,896

300,713

300,568

300,564

4

145

25

120

864,560

864,560

864,560

97,038

97,038

97,038

288,586

288,504

288,500

4

82

25

57

928,000

928,000

928,000

11,858

11,858

11,858

12,127

12,064

12,064

0

63

0

63

△63,440

△63,440

△63,440

科　　　　目



金 額区 分
説 明

節

                                              -274-                                              

（単位：千円）

 1

 2

 1

 2

 1

 1

 2

 1

 1

公共下水道事
業負担金    

特定環境保全
公共下水道事
業負担金    

公共下水道使
用料        

特定環境保全
公共下水道使
用料        

行政財産使用
料          

公共下水道手
数料        

特定環境保全
公共下水道手
数料        

登録手数料

下水道事業費
国庫補助金  

108,835

61

296,270

4,294

4

24

1

120

864,560

 公共下水道事業受益者負担金現年度分                             104,250 
   調定見込額　　　　            　106,378                              
   収納見込額（98.0％）　　        104,250                              
 公共下水道事業受益者負担金滞納繰越分                             4,585 
   調定見込額　　　　               15,284                              
   収納見込額（30.0%）　　           4,585                              

 特定環境保全公共下水道事業受益者負担金現年度分                      60 
　 調定見込額　　　　                   60                              
　 収納見込額（100.0％）　　            60                              
 特定環境保全公共下水道事業受益者負担金滞納繰越分                     1 
　 調定見込額　　　　                   10                              
　 収納見込額（10.0%）　　               1                              

 公共下水道使用料現年度分                                       292,800 
　 調定見込額（消費税増税分含む）　298,780                              
　 収納見込額（98.0%） 　　　　　　292,800                              
 公共下水道使用料滞納繰越分                                       3,470 
　 調定見込額　　　　   　　　　 　　5,790                              
　 収納見込額（60.0%）　　　　　 　　3,470                              

 特定環境保全公共下水道使用料現年度分                             4,290 
　 調定見込額　　　　 　　　　　　　 4,380                              
　 収納見込額（98.0%）　　　　　　　 4,290                              
 特定環境保全公共下水道使用料滞納繰越分                               4 
　 調定見込額　　　　                  160                              
　 収納見込額（3.0%）　　  　　　　　　  4                              

 行政財産使用料                                                       4 
　 電力柱使用料　　　　　　　　　　　　　4                              

 公共下水道事業受益者負担金督促手数料                                22 
 公共下水道使用料督促手数料                                           2 

 特定環境保全公共下水道事業受益者負担金督促手数料                     1 

 排水設備指定工事店等登録手数料                                     120 

 社会資本整備総合交付金                                         864,560 
　1,078,000×1/2（補助率）　　　　 539,000                              
　　 36,420×1/2（補助率）　　　    18,210                              
　  　5,000×1/2（補助率）　　　　　 2,500                              



目款 項

03-01-01 下水道事業費国庫補助金
                                              -275-                                              

本 年 度 前 年 度 比 較

 4繰入金

   1他会計繰入金

      1一般会計繰入金

 5繰越金

   1繰越金

      1繰越金

 6諸収入

   1延滞金加算金及び過料

      1延滞金

   2預託金元利収入

      1預託金元利収入

   3雑入

      1雑入

   4消費税還付金

      1消費税還付金

 7市債

   1市債

      1市債

     歳     入     合     計

1,397,581

1,397,581

1,397,581

50,000

50,000

50,000

15,713

1

1

10,000

10,000

1

1

5,711

5,711

1,029,900

1,029,900

1,029,900

3,767,363

1,394,073

1,394,073

1,394,073

50,000

50,000

50,000

20,002

1

1

20,000

20,000

1

1

0

0

1,183,600

1,183,600

1,183,600

3,961,299

3,508

3,508

3,508

0

0

0

△4,289

0

0

△10,000

△10,000

0

0

5,711

5,711

△153,700

△153,700

△153,700

△193,936

科　　　　目



金 額区 分
説 明

節

                                              -276-                                              

（単位：千円）

 1

 1

 1

 1

 1

 1

 1

一般会計繰入
金          

前年度繰越金

延滞金

排水設備資金
預託金元利収
入          

雑入

消費税還付金

下水道事業債

1,397,581

50,000

1

10,000

1

5,711

1,029,900

　　517,000×5.5/10（補助率）　　　284,350                              
　   18,000×1/2（補助率）　　　　   9,000                              
　   23,000×1/2（補助率）　　　　  11,500                              

 一般会計繰入金                                               1,397,581 

 前年度繰越金                                                    50,000 

 下水道受益者負担金延滞金                                             1 

 元金                                                            10,000 

 その他                                                               1 

 消費税還付金                                                     5,711 

 下水道事業債                                                 1,029,900 
　 公共下水道事業　　           　　　 　1,025,500                      
　　 補助事業（社会資本整備総合交付金）　　512,000                      
　　 補助事業（防災・安全社会資本整備交付金）                           
　　　　　　　　　　　　　　　　     　  　254,700                      
　 　単独事業　　          　      　　　　258,800                      
　 流域下水道事業　　　　　　　　　　　　 　 4,400                      



















１．一般職

（１）総　括 (単位：千円）

(単位：千円）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細 (単位：千円）

給与改定に伴
う増

35給料 △ 928 1 給与改定に 35

  伴う増減分

13,657

13,463

区分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説　明

1,322

備　考

△ 66 △ 194比　較 △ 293

前年度

区　分 特殊勤務手当 宿日直手当 通勤手当

比　較 △ 510 330 △ 316

1,242

本年度 1,029 1,176

1,068前年度 3,288 1,710 15,769 7,813

△ 99 0 0 385

住居手当 退職手当負担金

44 2,582

本年度 2,778 2,040 15,453 7,714 1,068 44 2,967

職員手当
の 内 訳

区　分 扶養手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 管理職員特勤手当 時間外勤務手当

137,026

比　較 0 △ 928 △ 763 △ 1,691 282 △ 1,409

23,158 135,617

前年度 17 65,655 48,495 114,150 22,876

計

本年度 17 64,727 47,732 112,459

給 与 費 明 細 書

区　分
職員数
(人）

給　与　費
共済費 合　計 備　考

報　酬 給　料 職員手当

退職手当負担金

4勤勉手当

△ 2,058

退職手当負担金 7

扶養手当 △ 510

△ 324

時間外勤務手当

△ 293

住居手当 △ 66

△ 201

通勤手当

△ 103

385

2 その他の

　増減分

  伴う増減分

1 制度改正に 19職員 △ 763 期末手当

手当

　増減分

会計間異動に
よる減

3 その他の △ 2,058

昇給等による
増

2 昇給に伴う 1,095

  増加分

8

1,095

期末手当

勤勉手当

△ 782

330児童手当
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（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

イ　初任給の状況

ウ　級別職員数

316,003円

一　般　職

320,011円

365,333円平均給与月額

43.11歳

平均給与月額 349,975円

国の制度

大 学 卒

短 大 卒

140,100円

152,800円

172,200円172,200円

172,200円

構成比

1人６級 5.9%

高 校 卒 140,100円

区　分
一　般　職

級

25年1月1日
現　　　在

学　　歴

平均年齢

平均給料月額

26年1月1日現在

７級

燕　　市
区　　分

一　般　職

43.10歳

平均年齢

職員数

152,800円

172,200円

短 大 卒

26年1月1日
現　　　在

行政（一）

区　分

高 校 卒

152,800円

大 学 卒

140,100円

152,800円

140,100円

25年1月1日現在

平均給料月額

（級別の標準的な職務内容）

主査

17人

11.8%

３級

７級

計

技師
職 務 内 容

主幹

部長

技師

課長

６級

100.0%

２級

8人 47.1%

区　　分 １級

主任 主事 主事

２級３級５級 ４級

副参事

係長

参事

課長補佐

１級 2人

５級 2人 11.8%

25年1月1日現在 ４級 4人 23.5%

７級

６級 1人 5.8%

１級 3人 17.6%

計 17人 100.0%

３級 7人 41.2%

２級 0.0%

５級 2人 11.8%

26年1月1日現在 ４級 4人 23.5%
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エ　昇給

17

(人）

(人）

(人）

号給数別内訳

2号給 (人）

100.0%

16

(％）

100.0%

4号給 (人） 15

比　　率　　（Ｂ）/(Ａ）

1

100.0%

本

年

度

3号給 (人）

昇給に係る職員数（Ｂ） (人）

1号給

1

前

年

度

3号給

昇給に係る職員数（Ｂ）

号給数別内訳

2号給 1

(人）

1

1

(人） 17

内　訳

技能労務職
合　計

一般職
区　分

17

17

職員数　（Ａ）

4号給

比　　率　　（Ｂ）/(Ａ） (％）

職員数　（Ａ） (人） 17

(人）

17 17

(人）

1

100.0%

15

1号給

16

17

オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

※国の支給率は平成26年4月1日現在

キ　その他手当

備　　考
職制上の段階，職務の
級等による加算措置

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

定年前早期退職特例措置
（３％～４５％加算）

無

無

備考
最高限度

区　　分

（月分）

12月(月分)

支給率計
（月分）

支 給 期 別 支 給 率

６月(月分)

25年勤続の者

52.44

52.44 52.44

52.44

（月分）

36.57

36.57

（月分）

35年勤続の者

差異の内容

有

3.95

3.95 有

3.95

その他の加算措置等

有

退 職 時
特別昇給

国の制度

扶養手当

住居手当

区　　分
20年勤続の者

（月分）

国の制度
(支給率等)

支給率等 27.025

27.025

通勤手当

国の制度との差異区　　分

同

同

同

2.050

1.900

1.900

2.050

本 年 度

前 年 度 1.900 2.050
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国県支出金 地方債 その他

25 769,188 384,594 365,300 19,294 769,188 769,188 97.3

26 21,420 10,710 10,100 610 21,420 21,420 2.7

計 790,608 395,304 375,400 19,904 769,188 21,420 790,608 100.0

26 517,000 284,350 221,000 11,650 517,000 517,000 50.0

27 517,000 284,350 221,000 11,650 517,000 50.0

計 1,034,000 568,700 442,000 23,300 517,000 517,000 517,000 100.0

2
下水道
事業費

1
下水道事業
費

下水終末処理場
整備事業（汚泥
処理施設）

継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額の見込み及び
当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

（単位：千円）

款 項 事業名
当該年度
支出予定
額

当該年度
末までの
支出予定
額

継続費の
総額に対
する進捗
率（％）

年度 年割額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

翌年度以
降支出予
定額

一般財源

前々年度
末までの
支出額

前年度末
までの支
出(見込)
額

2
下水道
事業費

1
下水道事業
費

下水終末処理場
整備事業

全　　　体　　　計　　　画
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期　　間

公共下水道施設運転管理業務委託 222,591 千円

金    額

債務負担行為で翌年度以降にわたる
又は支出額の見込み及び当該年度以

事　　　　　　　項 限　　　度　　　額
前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額
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（単位：千円）

期　　間

平成27年度から
平成29年度まで

222,591 222,591

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左　 　の　 　財　　 源　　 内　　 訳
特　　定　　財　　源

一　般　財　源
金    額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

ものについての前年度末までの支出額
降の支出予定額等に関する調書
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(単位：千円)

21,059,262 21,331,462 1,029,900 861,389 21,499,973

499,420 408,060 82,820 325,240

21,558,682 21,739,522 1,029,900 944,209 21,825,213

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現在高見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当 該 年 度 末
現在高見込額

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

下 水 道 事 業 債

合　　　　計

借 換 債
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